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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　燃料が噴射される噴孔（１３）、および、前記噴孔の周囲に環状に形成される弁座（１
４）を有するノズル部（１０）と、
　一端が前記ノズル部に接続され、前記噴孔に連通する燃料通路（１００）を内側に有す
る筒状のハウジング（２０）と、
　棒状のニードル本体（３１）、前記弁座に当接可能なよう前記ニードル本体の一端に形
成されるシール部（３２）、および、前記ニードル本体の他端または他端近傍の径方向外
側に設けられる鍔部（３３）を有し、前記燃料通路内を往復移動可能に設けられ、前記シ
ール部が前記弁座から離間または前記弁座に当接すると前記噴孔を開閉するニードル（３
０）と、
　前記ニードル本体に対し相対移動し前記弁座とは反対側の面が前記鍔部の前記弁座側の
面（３４）に当接可能に設けられる可動コア（４０）と、
　前記ハウジングの内側の前記可動コアに対し前記弁座とは反対側に設けられる固定コア
（５０）と、
　前記ニードルに対し前記弁座とは反対側に設けられ、前記ニードルおよび前記可動コア
を前記弁座側に付勢可能な弁座側付勢部材（７１）と、
　通電されると前記可動コアを前記固定コア側に吸引し前記鍔部に当接させ、前記ニード
ルを前記弁座とは反対側に移動させることが可能なコイル（７２）と、
　前記可動コアに対し前記弁座側において前記ニードル本体の径方向外側に設けられる環
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状のばね座部（８１）と、
　前記可動コアと前記ばね座部との間に設けられ、付勢力が前記弁座側付勢部材の付勢力
より小さく、前記可動コアを前記固定コア側に付勢可能な固定コア側付勢部材（７３）と
、
　前記ハウジングの内側の前記可動コアに対し前記弁座側に設けられ、内壁が前記ばね座
部の外壁と摺動し前記ニードルの往復移動を案内可能なガイド部（９０）と、
　一方の端面が前記ニードルに当接可能なよう前記ニードルに対し前記弁座とは反対側に
設けられる板部（６１）、および、前記板部から前記弁座側へ延び前記板部とは反対側の
端部が前記可動コアの前記固定コア側の面に当接可能に形成される延伸部（６２）を有し
、前記板部が前記ニードルに当接し前記延伸部が前記可動コアに当接しているとき、前記
鍔部と前記可動コアとの間に軸方向の隙間である軸方向隙間（ＣＬ１）を形成可能な隙間
形成部材（６０）と、を備え、
　前記隙間形成部材は、前記鍔部の外壁の一部である鍔部外壁面（３３１）に対向する壁
面である内側壁面（６０１）が前記鍔部外壁面と摺動可能であり、前記固定コアの内壁の
一部である固定コア内壁面（５０１）に対向する壁面である外側壁面（６０２）が前記固
定コア内壁面との間に径方向の隙間である径方向隙間（ＣＬ２）を形成し、
　前記径方向隙間は、前記外側壁面と前記固定コア内壁面とが接触不能となるよう形成さ
れていることを特徴とする燃料噴射装置（１）。
【請求項２】
　燃料が噴射される噴孔（１３）、および、前記噴孔の周囲に環状に形成される弁座（１
４）を有するノズル部（１０）と、
　一端が前記ノズル部に接続され、前記噴孔に連通する燃料通路（１００）を内側に有す
る筒状のハウジング（２０）と、
　棒状のニードル本体（３１）、前記弁座に当接可能なよう前記ニードル本体の一端に形
成されるシール部（３２）、および、前記ニードル本体の他端または他端近傍の径方向外
側に設けられる鍔部（３３）を有し、前記燃料通路内を往復移動可能に設けられ、前記シ
ール部が前記弁座から離間または前記弁座に当接すると前記噴孔を開閉するニードル（３
０）と、
　前記ニードル本体に対し相対移動し前記弁座とは反対側の面が前記鍔部の前記弁座側の
面（３４）に当接可能に設けられる可動コア（４０）と、
　前記ハウジングの内側の前記可動コアに対し前記弁座とは反対側に設けられる固定コア
（５０）と、
　前記ニードルに対し前記弁座とは反対側に設けられ、前記ニードルおよび前記可動コア
を前記弁座側に付勢可能な弁座側付勢部材（７１）と、
　通電されると前記可動コアを前記固定コア側に吸引し前記鍔部に当接させ、前記ニード
ルを前記弁座とは反対側に移動させることが可能なコイル（７２）と、
　前記可動コアに対し前記弁座側において前記ニードル本体の径方向外側に設けられる環
状のばね座部（８１）と、
　前記可動コアと前記ばね座部との間に設けられ、付勢力が前記弁座側付勢部材の付勢力
より小さく、前記可動コアを前記固定コア側に付勢可能な固定コア側付勢部材（７３）と
、
　前記ハウジングの内側の前記可動コアに対し前記弁座側に設けられ、内壁が前記ばね座
部の外壁と摺動し前記ニードルの往復移動を案内可能なガイド部（９０）と、
　一方の端面が前記ニードルに当接可能なよう前記ニードルに対し前記弁座とは反対側に
設けられる板部（６１）、および、前記板部から前記弁座側へ延び前記板部とは反対側の
端部が前記可動コアの前記固定コア側の面に当接可能に形成される延伸部（６２）を有し
、前記板部が前記ニードルに当接し前記延伸部が前記可動コアに当接しているとき、前記
鍔部と前記可動コアとの間に軸方向の隙間である軸方向隙間（ＣＬ１）を形成可能な隙間
形成部材（６０）と、
　前記可動コアと前記ばね座部との間において前記ニードル本体の径方向外側に固定され
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、前記ばね座部に接続する環状の固定部（８２）と、を備え、
　前記隙間形成部材は、前記鍔部の外壁の一部である鍔部外壁面（３３１）に対向する壁
面である内側壁面（６０１）が前記鍔部外壁面と摺動可能であり、前記固定コアの内壁の
一部である固定コア内壁面（５０１）に対向する壁面である外側壁面（６０２）が前記固
定コア内壁面との間に径方向の隙間である径方向隙間（ＣＬ２）を形成することを特徴と
する燃料噴射装置（１）。
【請求項３】
　前記可動コアと前記ばね座部との間において前記ニードル本体の径方向外側に固定され
、前記ばね座部に接続する環状の固定部（８２）をさらに備える請求項１に記載の燃料噴
射装置。
【請求項４】
　前記固定部は、前記可動コアの前記弁座側の面に当接し、前記可動コアの前記弁座側へ
の移動を規制可能であることを特徴とする請求項２または３に記載の燃料噴射装置。
【請求項５】
　筒状に形成され、前記ばね座部と前記固定部とを接続し、前記ばね座部の内壁とともに
前記ニードル本体の外壁との間に筒状の空間である筒状空間（Ｓ２）を形成する筒部（８
３）をさらに備える請求項２～４のいずれか一項に記載の燃料噴射装置。
【請求項６】
　前記ばね座部は、軸方向の長さ（Ｌ１）が前記固定部の軸方向の長さ（Ｌ２）と同等に
なるよう形成されていることを特徴とする請求項２～５のいずれか一項に記載の燃料噴射
装置。
【請求項７】
　前記ばね座部は、軸方向の両端部のうち少なくとも一方の角部が面取りされていること
を特徴とする請求項１～６のいずれか一項に記載の燃料噴射装置。
【請求項８】
　前記ばね座部は、軸を含む仮想平面による断面において、外壁の輪郭が、前記ガイド部
の内壁に向かって突出する曲線状となるよう形成されていることを特徴とする請求項１～
７のいずれか一項に記載の燃料噴射装置。
【請求項９】
　前記ガイド部は、前記ハウジングとは別体に形成されていることを特徴とする請求項１
～８のいずれか一項に記載の燃料噴射装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、内燃機関に燃料を噴射供給する燃料噴射装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、可動コアとニードルの鍔部との間に軸方向の隙間を形成し、当該隙間で可動コア
を加速させて鍔部に衝突させ、ニードルを開弁させる燃料噴射装置が知られている。例え
ば特許文献１には、可動コアとニードルの鍔部との間に軸方向の隙間を形成可能な隙間形
成部材を備えた燃料噴射装置が記載されている。この燃料噴射装置では、隙間で加速し運
動エネルギーが上昇した状態の可動コアを鍔部に衝突させるため、ニードルを収容するハ
ウジング内の燃料通路の燃圧が高くても、ニードルを開弁させることができる。そのため
、高圧の燃料を噴射可能である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１４－２２７９５８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００４】
　ところで、特許文献１の燃料噴射装置では、隙間形成部材は、有底筒状に形成されてお
り、筒部の内壁が鍔部の外壁と摺動し、外壁が固定コアの内壁と摺動する。これにより、
ニードルは、軸方向の往復移動が案内されている。なお、ニードルは、軸方向において弁
座とは反対側の端部のみが隙間形成部材および固定コアにより支持されている。
　上述のように、特許文献１の燃料噴射装置では、隙間形成部材は筒部の内壁および外壁
の両方が他部材と摺動する、所謂２重摺動の構成のため、隙間形成部材全体に作用する摺
動抵抗が大きくなったり、経年により摺動面が摩耗または偏摩耗したりするおそれがある
。これにより、ニードルの応答性が悪化したり、ニードルの軸方向の往復移動が不安定に
なったりするおそれがある。よって、燃料噴射装置からの燃料の噴射量がばらつくおそれ
がある。また、摩耗粉が生じると、相対移動する部材間に摩耗粉が噛み込み、作動不良を
招くおそれがある。
【０００５】
　また、特許文献１の燃料噴射装置は、隙間形成部材が２重摺動の構成のため、寸法管理
が難しく、個体間の摺動抵抗がばらつくおそれがある。したがって、燃料噴射装置の個体
間で、燃料の噴射量がばらつくおそれがある。
　また、特許文献１の燃料噴射装置では、可動コアを固定コア側に付勢する付勢部材のば
ね座は、ハウジングの内壁から径方向内側に延びるようハウジングと一体に形成されてい
る。そのため、ばね座と可動コアとの距離を精度よく設定するのが困難であり、付勢部材
の付勢力が燃料噴射装置の個体間でばらつくおそれがある。これにより、燃料噴射装置の
個体間で、燃料の噴射量がばらつくおそれがある。なお、ばね座の内壁とニードルの外壁
との間には筒状の隙間が形成されており、ばね座とニードルとは摺動しない。
【０００６】
　本発明は、上述の問題に鑑みてなされたものであり、その目的は、燃料の噴射量のばら
つきを抑制可能な燃料噴射装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の燃料噴射装置は、ノズル部とハウジングとニードルと可動コアと固定コアと弁
座側付勢部材とコイルとばね座部と固定コア側付勢部材とガイド部とを備えている。
　ノズル部は、燃料が噴射される噴孔、および、噴孔の周囲に環状に形成される弁座を有
している。
　ハウジングは、筒状に形成され、一端がノズル部に接続され、噴孔に連通する燃料通路
を内側に有している。
　ニードルは、棒状のニードル本体、弁座に当接可能なようニードル本体の一端に形成さ
れるシール部、および、ニードル本体の他端または他端近傍の径方向外側に設けられる鍔
部を有している。ニードルは、燃料通路内を往復移動可能に設けられ、シール部が弁座か
ら離間または弁座に当接すると噴孔を開閉する。
　可動コアは、ニードル本体に対し相対移動し、弁座とは反対側の面が鍔部の弁座側の面
に当接可能に設けられる。
　固定コアは、ハウジングの内側の可動コアに対し弁座とは反対側に設けられる。
【０００８】
　弁座側付勢部材は、ニードルに対し弁座とは反対側に設けられ、ニードルおよび可動コ
アを弁座側に付勢可能である。
　コイルは、通電されると可動コアを固定コア側に吸引し鍔部に当接させ、ニードルを弁
座とは反対側に移動させることが可能である。
　ばね座部は、環状に形成され、可動コアに対し弁座側においてニードル本体の径方向外
側に設けられる。
　固定コア側付勢部材は、可動コアとばね座部との間に設けられ、付勢力が弁座側付勢部
材の付勢力より小さく、可動コアを固定コア側に付勢可能である。
　ガイド部は、ハウジングの内側の可動コアに対し弁座側に設けられ、内壁がばね座部の
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外壁と摺動しニードルの往復移動を案内可能である。これにより、ニードルの軸方向の往
復移動が安定する。
【０００９】
　このように、本発明では、ニードル本体は、ばね座部を介してガイド部により往復移動
が案内される。すなわち、ばね座部は、上記特許文献１の隙間形成部材のような２重摺動
の構成ではない。そのため、ばね座部およびニードルに作用する摺動抵抗を小さくでき、
経年による摺動面の摩耗または偏摩耗を抑制することができる。これにより、ニードルの
応答性の悪化を抑制でき、ニードルの軸方向の往復移動を長期に亘り安定させることがで
きる。これにより、燃料噴射装置からの燃料の噴射量のばらつきを抑制することができる
。また、摩耗粉の発生を抑制でき、相対移動する部材間に摩耗粉が噛み込むことを抑制し
、作動不良を抑制することができる。
【００１０】
　また、本発明では、ニードルの往復移動を案内するにあたり、ばね座部の外壁とガイド
部の内壁とが摺動する構成のため、２重摺動の構成と比べ、寸法管理が容易で、個体間の
摺動抵抗のばらつきを抑制することができる。したがって、燃料噴射装置の個体間におい
ても、燃料の噴射量のばらつきを抑制することができる。
【００１１】
　また、本発明では、ばね座部が、ハウジングではなく、ニードル本体に設けられる構成
のため、ばね座部と可動コアとの距離を精度よく設定することができる。そのため、固定
コア側付勢部材の付勢力が燃料噴射装置の個体間でばらつくのを抑制することができる。
これにより、燃料噴射装置の個体間で、燃料の噴射量がばらつくのをさらに抑制すること
ができる。
　また、本発明は、隙間形成部材をさらに備える。隙間形成部材は、一方の端面がニード
ルに当接可能なようニードルに対し弁座とは反対側に設けられる板部、および、板部から
弁座側へ延び板部とは反対側の端部が可動コアの固定コア側の面に当接可能に形成される
延伸部を有し、板部がニードルに当接し延伸部が可動コアに当接しているとき、鍔部と可
動コアとの間に軸方向の隙間である軸方向隙間を形成可能である。また、隙間形成部材は
、鍔部の外壁の一部である鍔部外壁面に対向する壁面である内側壁面が鍔部外壁面と摺動
可能であり、固定コアの内壁の一部である固定コア内壁面に対向する壁面である外側壁面
が固定コア内壁面との間に径方向の隙間である径方向隙間を形成する。径方向隙間は、外
側壁面と固定コア内壁面とが接触不能となるよう形成されている。
　また、本発明の別の態様は、固定部を備えている。固定部は、環状に形成され、可動コ
アとばね座部との間においてニードル本体の径方向外側に固定され、ばね座部に接続する
。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の第１実施形態による燃料噴射装置を示す断面図。
【図２】本発明の第１実施形態による燃料噴射装置の可動コアおよびその近傍を示す断面
図であって、ニードルが弁座に当接しているときの図。
【図３】本発明の第１実施形態による燃料噴射装置の可動コアおよびその近傍を示す断面
図であって、開弁時、可動コアと鍔部とが当接したときの図。
【図４】本発明の第１実施形態による燃料噴射装置の可動コアおよびその近傍を示す断面
図であって、開弁時、可動コアと固定コアとが当接したときの図。
【図５】本発明の第１実施形態による燃料噴射装置の可動コアおよびその近傍を示す断面
図であって、閉弁時、可動コアと固定部とが当接したときの図。
【図６】本発明の第２実施形態による燃料噴射装置の可動コアおよびその近傍を示す断面
図。
【図７】本発明の第３実施形態による燃料噴射装置の可動コアおよびその近傍を示す断面
図。
【図８】本発明の第４実施形態による燃料噴射装置の可動コアおよびその近傍を示す断面
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図。
【図９】本発明の第５実施形態による燃料噴射装置の可動コアおよびその近傍を示す断面
図。
【図１０】本発明の第６実施形態による燃料噴射装置の可動コアおよびその近傍を示す断
面図。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、本発明の複数の実施形態を図に基づいて説明する。なお、複数の実施形態におい
て、実質的に同一の構成部位には同一の符号を付し、説明を省略する。
　　（第１実施形態）
　本発明の第１実施形態による燃料噴射弁を図１に示す。燃料噴射装置１は、例えば図示
しない内燃機関としての直噴式ガソリンエンジンに用いられ、燃料としてのガソリンをエ
ンジンに噴射供給する。
【００１４】
　燃料噴射装置１は、ノズル部１０、ハウジング２０、ニードル３０、可動コア４０、固
定コア５０、隙間形成部材６０、弁座側付勢部材としてのスプリング７１、コイル７２、
ばね座部８１、固定部８２、筒部８３、固定コア側付勢部材としてのスプリング７３、ガ
イド部９０等を備えている。
【００１５】
　ノズル部１０は、例えばマルテンサイト系ステンレス等の硬度が比較的高い材料により
形成されている。ノズル部１０は、所定の硬度を有するよう焼入れ処理が施されている。
ノズル部１０は、ノズル筒部１１、および、ノズル筒部１１の一端を塞ぐノズル底部１２
を有している。ノズル底部１２には、ノズル筒部１１側の面とノズル筒部１１とは反対側
の面とを接続する噴孔１３が複数形成されている。また、ノズル底部１２のノズル筒部１
１側の面には、噴孔１３の周囲に環状の弁座１４が形成されている。
　ハウジング２０は、第１筒部２１、第２筒部２２、第３筒部２３、インレット部２４、
フィルタ２５等を有している。
【００１６】
　第１筒部２１、第２筒部２２および第３筒部２３は、いずれも略円筒状に形成されてい
る。第１筒部２１、第２筒部２２および第３筒部２３は、第１筒部２１、第２筒部２２、
第３筒部２３の順に同軸（軸Ａｘ１）となるよう配置され、互いに接続している。
【００１７】
　第１筒部２１および第３筒部２３は、例えばフェライト系ステンレス等の磁性材料によ
り形成され、磁気安定化処理が施されている。第１筒部２１および第３筒部２３は、硬度
が比較的低い。一方、第２筒部２２は、例えばオーステナイト系ステンレス等の非磁性材
料により形成されている。第２筒部２２の硬度は、第１筒部２１および第３筒部２３の硬
度よりも高い。
　第１筒部２１の第２筒部２２とは反対側の端部の内側には、ノズル筒部１１のノズル底
部１２とは反対側の端部が接合されている。第１筒部２１とノズル部１０とは、例えば溶
接により接合されている。
【００１８】
　インレット部２４は、例えばステンレス等の金属により筒状に形成されている。インレ
ット部２４は、一端が第３筒部２３の第２筒部２２とは反対側の端部の内側に接合するよ
う設けられている。インレット部２４と第３筒部２３とは、例えば溶接により接合されて
いる。
【００１９】
　ハウジング２０およびノズル筒部１１の内側には、燃料通路１００が形成されている。
燃料通路１００は、噴孔１３に接続している。インレット部２４の第３筒部２３とは反対
側には、図示しない配管が接続される。これにより、燃料通路１００には、燃料供給源か
らの燃料が配管を経由して流入する。燃料通路１００は、燃料を噴孔１３に導く。
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　フィルタ２５は、インレット部２４の内側に設けられている。フィルタ２５は、燃料通
路１００に流入する燃料中の異物を捕集する。
【００２０】
　ニードル３０は、例えばマルテンサイト系ステンレス等の硬度が比較的高い材料により
形成されている。ニードル３０は、所定の硬度を有するよう焼入れ処理が施されている。
ニードル３０の硬度は、ノズル部１０の硬度とほぼ同等に設定されている。
　ニードル３０は、燃料通路１００内をハウジング２０の軸Ａｘ１方向へ往復移動可能な
ようハウジング２０内に収容されている。ニードル３０は、ニードル本体３１、シール部
３２、鍔部３３等を有している。
【００２１】
　ニードル本体３１は、棒状、より具体的には長い円柱状に形成されている。シール部３
２は、ニードル本体３１の一端、すなわち、弁座１４側の端部に形成され、弁座１４に当
接可能である。鍔部３３は、円環状に形成され、ニードル本体３１の他端、すなわち、弁
座１４とは反対側の端部の径方向外側に設けられている。本実施形態では、鍔部３３は、
ニードル本体３１と一体に形成されている。
【００２２】
　ニードル本体３１の一端の近傍には、大径部３１１が形成されている。ニードル本体３
１の一端側の外径は、他端側の外径より小さい。大径部３１１は、外径がニードル本体３
１の一端側の外径より大きい。大径部３１１は、外壁がノズル部１０のノズル筒部１１の
内壁と摺動するよう形成されている。これにより、ニードル３０は、弁座１４側の端部の
軸Ａｘ１方向の往復移動が案内される。大径部３１１には、外壁の周方向の複数個所が面
取りされるようにして面取り部３１２が形成されている。これにより、燃料は、面取り部
３１２とノズル筒部１１の内壁との間を流通可能である。
【００２３】
　図２に示すように、ニードル本体３１の他端には、ニードル本体３１の軸Ａｘ２に沿っ
て延びる軸方向穴部３１３が形成されている。すなわち、ニードル本体３１の他端は、中
空筒状に形成されている。また、ニードル本体３１には、軸方向穴部３１３の弁座１４側
の端部とニードル本体３１の外側の空間とを接続するようニードル本体３１の径方向に延
びる径方向穴部３１４が形成されている。これにより、燃料通路１００内の燃料は、軸方
向穴部３１３および径方向穴部３１４を流通可能である。このように、ニードル本体３１
は、弁座１４とは反対側の端面から軸Ａｘ２方向に延び径方向穴部３１４を経由してニー
ドル本体３１の外側の空間に連通する軸方向穴部３１３を有している。
【００２４】
　ニードル３０は、シール部３２が弁座１４から離間（離座）または弁座１４に当接（着
座）することで噴孔１３を開閉する。以下、適宜、ニードル３０が弁座１４から離間する
方向を開弁方向といい、ニードル３０が弁座１４に当接する方向を閉弁方向という。
【００２５】
　可動コア４０は、可動コア本体４１、軸穴部４２、通孔４３、凹部４４等を有している
。可動コア本体４１は、例えばフェライト系ステンレス等の磁性材料により略円柱状に形
成されている。可動コア本体４１は、磁気安定化処理が施されている。可動コア本体４１
の硬度は比較的低く、ハウジング２０の第１筒部２１および第３筒部２３の硬度と概ね同
等である。
【００２６】
　軸穴部４２は、可動コア本体４１の軸Ａｘ３に沿って延びるよう形成されている。本実
施形態では、軸穴部４２の内壁に、例えばＮｉ－Ｐめっき等の硬質加工処理および摺動抵
抗低減処理が施されている。通孔４３は、可動コア本体４１の弁座１４側の端面と弁座１
４とは反対側の端面とを接続するよう形成されている。通孔４３は、円筒状の内壁を有し
ている。本実施形態では、通孔４３は、例えば可動コア本体４１の周方向に等間隔で４つ
形成されている。
　凹部４４は、可動コア本体４１の弁座１４側の端面から弁座１４とは反対側へ円形に凹
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むよう可動コア本体４１の中央に形成されている。ここで、軸穴部４２は、凹部４４の底
部に開口している。
【００２７】
　可動コア４０は、軸穴部４２にニードル３０のニードル本体３１が挿通された状態でハ
ウジング２０内に収容されている。可動コア４０の軸穴部４２の内径は、ニードル３０の
ニードル本体３１の外径と同等、または、ニードル本体３１の外径よりやや大きく設定さ
れている。そのため、可動コア４０は、軸穴部４２の内壁がニードル３０のニードル本体
３１の外壁に摺動しつつ、ニードル３０に対し相対移動可能である。また、可動コア４０
は、ニードル３０と同様、燃料通路１００内をハウジング２０の軸Ａｘ１方向へ往復移動
可能なようハウジング２０内に収容されている。通孔４３には、燃料通路１００内の燃料
が流通可能である。
　本実施形態では、可動コア本体４１の弁座１４とは反対側の面に、例えば硬質クロムめ
っき等の硬質加工処理および耐摩耗処理が施されている。
【００２８】
　なお、可動コア本体４１の外径は、ハウジング２０の第１筒部２１および第２筒部２２
の内径より小さく設定されている。そのため、可動コア４０が燃料通路１００内を往復移
動するとき、可動コア４０の外壁と第１筒部２１および第２筒部２２の内壁とは摺動しな
い。
【００２９】
　ニードル３０の鍔部３３は、弁座１４側の面が可動コア本体４１の弁座１４とは反対側
の面に当接可能である。つまり、ニードル３０は、可動コア本体４１の弁座１４とは反対
側の面に当接可能な当接面３４を有している。可動コア４０は、当接面３４に当接または
当接面３４から離間可能なようニードル３０に対し相対移動可能に設けられている。
【００３０】
　固定コア５０は、ハウジング２０の内側の可動コア４０に対し弁座１４とは反対側にお
いてハウジング２０と同軸に設けられている。固定コア５０は、固定コア本体５１および
ブッシュ５２を有している。固定コア本体５１は、例えばフェライト系ステンレス等の磁
性材料により略円筒状に形成されている。固定コア本体５１は、磁気安定化処理が施され
ている。固定コア本体５１の硬度は比較的低く、可動コア本体４１の硬度と概ね同等であ
る。固定コア本体５１は、ハウジング２０の内側に固定されるようにして設けられている
。固定コア本体５１とハウジング２０の第３筒部２３とは溶接されている。
【００３１】
　ブッシュ５２は、例えばマルテンサイト系ステンレス等の硬度が比較的高い材料により
略円筒状に形成されている。ブッシュ５２は、固定コア本体５１の弁座１４側の端部の内
壁から径方向外側へ凹むよう形成された凹部５１１に設けられている。ここで、ブッシュ
５２の内径と固定コア本体５１の内径とは概ね同等である。ブッシュ５２の弁座１４側の
端面は、固定コア本体５１の弁座１４側の端面よりも弁座１４側に位置している。そのた
め、可動コア本体４１の弁座１４とは反対側の面は、ブッシュ５２の弁座１４側の端面に
当接可能である。
【００３２】
　固定コア５０は、シール部３２が弁座１４に当接した状態のニードル３０の鍔部３３が
、ブッシュ５２の内側に位置するよう設けられている。固定コア本体５１の内側には、円
筒状のアジャスティングパイプ５１が圧入されている（図１参照）。
　隙間形成部材６０は、例えば非磁性材料により形成されている。隙間形成部材６０の硬
度は、ニードル３０およびブッシュ５２の硬度とほぼ同等に設定されている。
【００３３】
　隙間形成部材６０は、ニードル３０および可動コア４０に対し弁座１４とは反対側に設
けられている。隙間形成部材６０は、板部６１および延伸部６２を有している。板部６１
は、略円板状に形成されている。板部６１は、一方の端面がニードル３０、すなわち、ニ
ードル本体３１の弁座１４とは反対側の端面、および、鍔部３３の弁座１４とは反対側の
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端面に当接可能なよう固定コア５０の内側においてニードル３０に対し弁座１４とは反対
側に設けられている。
【００３４】
　延伸部６２は、板部６１の一方の端面の外縁部から弁座１４側へ円筒状に延びるよう板
部６１と一体に形成されている。すなわち、隙間形成部材６０は、本実施形態では、有底
円筒状に形成されている。隙間形成部材６０は、延伸部６２の内側にニードル３０の鍔部
３３が位置するよう設けられている。また、延伸部６２は、板部６１とは反対側の端部が
可動コア本体４１の固定コア５０側の面に当接可能である。
【００３５】
　本実施形態では、延伸部６２は、軸方向の長さが鍔部３３の軸方向の長さより長くなる
よう形成されている。そのため、隙間形成部材６０は、板部６１がニードル３０に当接し
、延伸部６２が可動コア４０に当接しているとき、鍔部３３と可動コア４０との間に軸Ａ
ｘ１方向の隙間である軸方向隙間ＣＬ１を形成可能である。
【００３６】
　ここで、延伸部６２の内径は、鍔部３３の外径と同等、または、鍔部３３の外径よりや
や大きく設定されている。そのため、隙間形成部材６０は、延伸部６２の内壁、すなわち
、鍔部３３の外壁の一部である鍔部外壁面３３１に対向する壁面である内側壁面６０１が
鍔部外壁面３３１と摺動可能で、ニードル３０に対し相対移動可能である。
【００３７】
　また、板部６１および延伸部６２の外径は、固定コア５０のブッシュ５２の内径より小
さく設定されている。そのため、隙間形成部材６０は、板部６１および延伸部６２の外壁
、すなわち、固定コア５０のブッシュ５２の内壁の一部である固定コア内壁面５０１に対
向する壁面である外側壁面６０２が、固定コア内壁面５０１との間に径方向の隙間である
径方向隙間ＣＬ２を形成している。そのため、隙間形成部材６０の外側壁面６０２は、固
定コア内壁面５０１（ブッシュ５２の内壁）と摺動しない。
【００３８】
　なお、本実施形態では、延伸部６２が筒状に形成されているため、延伸部６２と可動コ
ア４０とが当接しているとき、鍔部３３の当接面３４と可動コア４０と延伸部６２の内壁
との間に環状の空間である環状空間Ｓ１が形成される。
【００３９】
　隙間形成部材６０は、孔部６１１をさらに有している。孔部６１１は、板部６１の一方
の端面と他方の端面とを接続し、ニードル３０の軸方向穴部３１３に連通可能である。こ
れにより、燃料通路１００内の隙間形成部材６０の弁座１４とは反対側の燃料は、孔部６
１１、ニードル３０の軸方向穴部３１３、径方向穴部３１４を経由して可動コア４０の弁
座１４側に流通可能である。孔部６１１は、内径がブッシュ５２の内径および軸方向穴部
３１３の内径より小さく形成されている。そのため、ニードル３０が隙間形成部材６０と
ともに弁座１４とは反対側に移動するとき、すなわち、ニードル３０が開弁方向に移動す
るとき、隙間形成部材６０の弁座１４とは反対側の燃料は、孔部６１１で絞られて軸方向
穴部３１３に流れる。これにより、ニードル３０の開弁方向の移動速度が過度に高くなる
ことを抑制できる。
【００４０】
　スプリング７１は、例えばコイルスプリングであり、隙間形成部材６０に対し弁座１４
とは反対側に設けられている。スプリング７１の一端は、隙間形成部材６０の板部６１の
延伸部６２とは反対側の端面に当接している。スプリング７１の他端は、アジャスティン
グパイプ５１に当接している。スプリング７１は、隙間形成部材６０を弁座１４側に付勢
する。スプリング７１は、隙間形成部材６０の板部６１がニードル３０に当接していると
き、隙間形成部材６０を介してニードル３０を弁座１４側、すなわち、閉弁方向に付勢可
能である。また、スプリング７１は、隙間形成部材６０の延伸部６２が可動コア４０に当
接しているとき、隙間形成部材６０を介して可動コア４０を弁座１４側に付勢可能である
。すなわち、スプリング７１は、隙間形成部材６０を介してニードル３０および可動コア
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４０を弁座１４側に付勢可能である。スプリング７１の付勢力は、固定コア５０に対する
アジャスティングパイプ５１の位置により調整される。
【００４１】
　コイル７２は、略円筒状に形成され、ハウジング２０のうち特に第２筒部２２および第
３筒部２３の径方向外側を囲むようにして設けられている。コイル７２は、電力が供給（
通電）されると磁力を生じる。コイル７２に磁力が生じると、固定コア本体５１、可動コ
ア本体４１、第１筒部２１および第３筒部２３に磁気回路が形成される。これにより、固
定コア本体５１と可動コア本体４１との間に磁気吸引力が発生し、可動コア４０は、固定
コア５０側に吸引される。このとき、可動コア４０は、軸方向隙間ＣＬ１を加速しつつ開
弁方向に移動し、ニードル３０の鍔部３３の当接面３４に衝突する。これにより、ニード
ル３０が開弁方向に移動し、シール部３２が弁座１４から離間し、開弁する。その結果、
噴孔１３が開放される。このように、コイル７２は、通電されると、可動コア４０を固定
コア５０側に吸引し鍔部３３に当接させ、ニードル３０を弁座１４とは反対側に移動させ
ることが可能である。
【００４２】
　上述のように、本実施形態では、閉弁状態において、隙間形成部材６０が鍔部３３と可
動コア４０との間に軸方向隙間ＣＬ１を形成するため、コイル７２への通電時、可動コア
４０を軸方向隙間ＣＬ１で加速させて鍔部３３に衝突させることができる。これにより、
燃料通路１００内の圧力が比較的高い場合でも、コイル７２へ供給する電力を増大させる
ことなく、開弁させることができる。
【００４３】
　なお、可動コア４０は、磁気吸引力により固定コア５０側（開弁方向）に吸引されると
、可動コア本体４１の固定コア５０側の端面がブッシュ５２の弁座１４側の端面に衝突す
る。これにより、可動コア４０は、開弁方向への移動が規制される。
【００４４】
　図１に示すように、インレット部２４および第３筒部２３の径方向外側は、樹脂により
モールドされている。当該モールド部分にコネクタ２７が形成されている。コネクタ２７
には、コイル７２へ電力を供給するための端子２７１がインサート成形されている。また
、コイル７２の径方向外側には、コイル７２を覆うようにして筒状のホルダ２６が設けら
れている。
【００４５】
　本実施形態では、ばね座部８１と固定部８２とは、筒部８３により互いに接続されてい
る。ばね座部８１、固定部８２および筒部８３は、例えばステンレス等の金属により一体
に形成されている。以下、本実施形態の説明において、ばね座部８１、固定部８２および
筒部８３が一体になった部材を、適宜、特定部材８０とよぶ。つまり、特定部材８０は、
ばね座部８１、固定部８２および筒部８３からなる。特定部材８０の硬度は、ニードル３
０の硬度より低く、第１筒部２１の硬度と同等に設定されている。
　ばね座部８１は、円環の板状に形成され、可動コア４０の弁座１４側においてニードル
本体３１の径方向外側に位置している。
【００４６】
　固定部８２は、円環状に形成され、可動コア４０とばね座部８１および径方向穴部３１
４との間においてニードル本体３１の径方向外側に位置している。固定部８２は、内壁が
ニードル本体３１の外壁に嵌合し、ニードル本体３１に固定されている。
【００４７】
　筒部８３は、円筒状に形成され、一端がばね座部８１に接続し、他端が固定部８２に接
続している。これにより、ばね座部８１は、可動コア４０の弁座１４側においてニードル
本体３１の径方向外側に固定されている。つまり、特定部材８０は、固定部８２がニード
ル本体３１に圧入されることにより、ニードル本体３１に固定されている。
　本実施形態では、ばね座部８１は、板厚、すなわち、軸方向の長さＬ１が固定部８２の
軸方向の長さＬ２より小さくなるよう形成されている。



(11) JP 6483574 B2 2019.3.13

10

20

30

40

50

【００４８】
　スプリング７３は、例えばコイルスプリングであり、一端がばね座部８１に当接し、他
端が可動コア４０の凹部４４の底部に当接するよう設けられている。スプリング７３は、
可動コア４０を固定コア５０側に付勢可能である。スプリング７３の付勢力は、スプリン
グ７１の付勢力よりも小さい。スプリング７３の付勢力は、ばね座部８１のニードル本体
３１に対する相対位置、つまり、固定部８２のニードル本体３１に対する圧入位置により
調整可能である。
【００４９】
　ガイド部９０は、ハウジング２０の内側の可動コア４０に対し弁座１４側に設けられて
いる。ガイド部９０は、ハウジング２０の軸Ａｘ１方向においてばね座部８１に対応する
位置に設けられている。本実施形態では、ガイド部９０は、ハウジング２０の第１筒部２
１と同様、例えばフェライト系ステンレス等の磁性材料により円筒状に形成されている。
本実施形態では、ガイド部９０は、第１筒部２１と一体に形成されている。
【００５０】
　ガイド部９０は、内径がばね座部８１の外径と同等、または、ばね座部８１の外径より
やや大きく設定されている。そのため、ガイド部９０は、内壁がばね座部８１の外壁と摺
動する。これにより、ガイド部９０は、ばね座部８１を介してニードル３０の軸方向の往
復移動を案内可能である。
【００５１】
　本実施形態では、ニードル３０は、弁座１４側の端部がノズル部１０のノズル筒部１１
の内壁により往復移動可能に支持され、固定コア５０側の部位（ばね座部８１の位置に対
応する部位）がガイド部９０により往復移動可能に支持される。このように、ニードル３
０は、ハウジング２０の軸Ａｘ１方向の２箇所の部位により、軸方向の往復移動が案内さ
れる。
【００５２】
　スプリング７１が隙間形成部材６０を弁座１４側に付勢することで、隙間形成部材６０
の板部６１とニードル３０とが当接し、ニードル３０は、シール部３２が弁座１４に押し
付けられる。このとき、スプリング７３が可動コア４０を固定コア５０側に付勢すること
で、隙間形成部材６０の延伸部６２と可動コア４０とが当接する。この状態で、ニードル
３０の鍔部３３の当接面３４と可動コア４０との間に軸方向隙間ＣＬ１が形成され、可動
コア４０の凹部４４の底部と固定部８２との間に隙間ＣＬ３が形成される（図２参照）。
【００５３】
　可動コア４０は、ニードル３０の鍔部３３（当接面３４）と固定部８２との間で軸方向
に往復移動可能に設けられている。可動コア４０の凹部４４の底部は、固定部８２の可動
コア４０側の端部に当接可能である。固定部８２は、可動コア４０に当接することで、ニ
ードル３０に対する可動コア４０の弁座１４側への相対移動を規制可能である。
【００５４】
　また、本実施形態では、筒部８３およびばね座部８１とニードル本体３１との間には、
筒状の空間である筒状空間Ｓ２が形成されている。ここで、ニードル３０の径方向穴部３
１４は、筒状空間Ｓ２に連通している。よって、軸方向穴部３１３内の燃料は、径方向穴
部３１４および筒状空間Ｓ２を経由してばね座部８１に対し弁座１４側に流れることがで
きる。
【００５５】
　本実施形態では、可動コア４０が固定コア５０側に吸引されている状態でコイル７２へ
の通電を停止すると、ニードル３０および可動コア４０は、隙間形成部材６０を介したス
プリング７１の付勢力により、弁座１４側へ付勢される。これにより、ニードル３０が閉
弁方向に移動し、シール部３２が弁座１４に当接し、閉弁する。その結果、噴孔１３が閉
塞される。
【００５６】
　シール部３２が弁座１４に当接した後、可動コア４０は、慣性によりニードル３０に対
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し弁座１４側に相対移動する。このとき、固定部８２は、可動コア４０に当接することで
、可動コア４０の弁座１４側への過度の移動を規制可能である。これにより、次の開弁時
の応答性の低下を抑制可能である。また、スプリング７３の付勢力により、可動コア４０
が固定部８２に当接するときの衝撃を小さくでき、ニードル３０が弁座１４でバウンスす
ることによる二次開弁を抑制することができる。さらに、固定部８２が可動コア４０の弁
座１４側への移動を規制することにより、スプリング７３の過度の圧縮を抑制でき、過度
に圧縮されたスプリング７３の復原力により可動コア４０が開弁方向に付勢され再び鍔部
３３に衝突することによる二次開弁を抑制することができる。
【００５７】
　本実施形態では、隙間形成部材６０は、通路部６２１をさらに有している。通路部６２
１は、延伸部６２の可動コア４０側の端部から板部６１側に凹むよう溝状に形成され、延
伸部６２の内壁と外壁とを接続している。これにより、延伸部６２と可動コア４０とが当
接しているとき、環状空間Ｓ１内の燃料は、通路部６２１を経由して延伸部６２の外側へ
流出可能である。また、延伸部６２の外側の燃料は、通路部６２１を経由して延伸部６２
の内側、すなわち、環状空間Ｓ１に流入可能である。よって、延伸部６２と可動コア４０
とが当接しているとき、環状空間Ｓ１に燃料が存在することにより生じるダンパ効果を抑
制し、鍔部３３の当接面３４に可動コア４０が衝突するときの可動コア４０の運動エネル
ギーの低下を抑制できる。
【００５８】
　インレット部２４から流入した燃料は、固定コア５０、アジャスティングパイプ５１、
隙間形成部材６０の孔部６１１、ニードル３０の軸方向穴部３１３、径方向穴部３１４、
筒状空間Ｓ２、第１筒部２１とニードル３０との間、ノズル部１０とニードル３０との間
、すなわち、燃料通路１００を流通し、噴孔１３に導かれる。なお、燃料噴射装置１の作
動時、可動コア４０の周囲は燃料で満たされた状態となる。また、燃料噴射装置１の作動
時、可動コア４０の通孔４３を燃料が流通する。そのため、可動コア４０は、ハウジング
２０の内側で軸方向に円滑に往復移動可能である。
【００５９】
　次に、本実施形態におけるニードル３０、可動コア４０、特定部材８０およびスプリン
グ７３の組み付け方法について説明する。
　（可動コア組み付け工程）
　まず、ニードル本体３１をシール部３２側の端部から可動コア４０の軸穴部４２に挿通
し、可動コア４０とニードル３０とを組み付ける。
　（スプリング組み付け工程）
　次に、ニードル本体３１をシール部３２側の端部からスプリング７３の内側に挿通し、
スプリング７３を組み付ける。
【００６０】
　（特定部材組み付け工程）
　次に、ニードル本体３１をシール部３２側の端部から特定部材８０の固定部８２の内側
に挿通し、固定部８２をニードル本体３１に圧入する。このとき、鍔部３３と固定部８２
との距離が所定の大きさとなるよう、ニードル本体３１に対する特定部材８０の相対位置
（圧入位置）を調整する。
　上記工程により、ニードル３０、可動コア４０、特定部材８０およびスプリング７３が
一体に組み付けられた組付体を得ることができる。
【００６１】
　次に、本実施形態の燃料噴射装置１の作動について、図２～５に基づき説明する。
　図２に示すように、コイル７２に通電されていないときは、ニードル３０のシール部（
３２）は弁座（１４）に当接しており、隙間形成部材６０の板部６１はニードル３０に当
接し、延伸部６２は可動コア４０に当接している。このとき、鍔部３３の当接面３４と可
動コア４０との間には、所定の大きさの軸方向隙間ＣＬ１が形成されている。
【００６２】
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　図２に示す状態のときにコイル７２に通電すると、可動コア４０は、固定コア５０側に
吸引され、隙間形成部材６０を押し上げながら軸方向隙間ＣＬ１で加速しつつ固定コア５
０側に移動する。そして、軸方向隙間ＣＬ１で加速し運動エネルギーが上昇した状態の可
動コア４０は、鍔部３３の当接面３４に衝突する（図３参照）。これにより、ニードル３
０が開弁方向に移動することでシール部（３２）が弁座（１４）から離間し、開弁する。
その結果、噴孔１３からの燃料の噴射が開始される。なお、このとき、軸方向隙間ＣＬ１
は０になる。また、隙間ＣＬ３は、図２の状態のときよりも大きくなる。
【００６３】
　可動コア４０は、図３の状態から固定コア５０側にさらに移動すると、ブッシュ５２に
当接する。これにより、可動コア４０は開弁方向の移動が規制される。このとき、ニード
ル３０は、慣性で開弁方向にさらに移動し、隙間形成部材６０の板部６１に当接する（図
４参照）。
【００６４】
　図４に示す状態のとき、コイル７２への通電が停止すると、可動コア４０およびニード
ル３０は、隙間形成部材６０を介したスプリング７１の付勢力により閉弁方向に移動する
。ニードル３０のシール部（３２）が弁座（１４）に当接し閉弁すると、可動コア４０は
、慣性で閉弁方向にさらに移動し、固定部８２に当接する（図５参照）。これにより、可
動コア４０は、閉弁方向の移動が規制される。なお、このとき、可動コア４０は、隙間形
成部材６０の延伸部６２から離間している。また、隙間ＣＬ３は０になる。その後、可動
コア４０は、スプリング７３の付勢力により開弁方向に移動し、隙間形成部材６０の延伸
部６２に当接する（図２参照）。
【００６５】
　以上説明したように、（１）本実施形態では、ノズル部１０は、燃料が噴射される噴孔
１３、および、噴孔１３の周囲に環状に形成される弁座１４を有している。
　ハウジング２０は、筒状に形成され、一端がノズル部１０に接続され、噴孔１３に連通
する燃料通路１００を内側に有している。
　ニードル３０は、棒状のニードル本体３１、弁座１４に当接可能なようニードル本体３
１の一端に形成されるシール部３２、および、ニードル本体３１の他端の径方向外側に設
けられる鍔部３３を有している。ニードル３０は、燃料通路１００内を往復移動可能に設
けられ、シール部３２が弁座１４から離間または弁座１４に当接すると噴孔１３を開閉す
る。
　可動コア４０は、ニードル本体３１に対し相対移動し、弁座１４とは反対側の面が鍔部
３３の弁座１４側の面（当接面３４）に当接可能に設けられる。
　固定コア５０は、ハウジング２０の内側の可動コア４０に対し弁座１４とは反対側に設
けられる。
【００６６】
　スプリング７１は、ニードル３０に対し弁座１４とは反対側に設けられ、ニードル３０
および可動コア４０を弁座１４側に付勢可能である。
　コイル７２は、通電されると可動コア４０を固定コア５０側に吸引し鍔部３３に当接さ
せ、ニードル３０を弁座１４とは反対側に移動させることが可能である。
　ばね座部８１は、環状に形成され、可動コア４０に対し弁座１４側においてニードル本
体３１の径方向外側に設けられる。
　スプリング７３は、可動コア４０とばね座部８１との間に設けられ、付勢力がスプリン
グ７１の付勢力より小さく、可動コア４０を固定コア５０側に付勢可能である。
　ガイド部９０は、ハウジング２０の内側の可動コア４０に対し弁座１４側に設けられ、
内壁がばね座部８１の外壁と摺動しニードル３０の往復移動を案内可能である。これによ
り、ニードル３０の軸方向の往復移動が安定する。
【００６７】
　このように、本実施形態では、ニードル本体３１は、ばね座部８１を介してガイド部９
０により往復移動が案内される。すなわち、ばね座部８１は、上記特許文献１の隙間形成
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部材のような２重摺動の構成ではない。そのため、ばね座部８１およびニードル３０に作
用する摺動抵抗を小さくでき、経年による摺動面の摩耗または偏摩耗を抑制することがで
きる。これにより、ニードル３０の応答性の悪化を抑制でき、ニードル３０の軸方向の往
復移動を長期に亘り安定させることができる。これにより、燃料噴射装置１からの燃料の
噴射量のばらつきを抑制することができる。また、摩耗粉の発生を抑制でき、相対移動す
る部材間に摩耗粉が噛み込むことを抑制し、作動不良を抑制することができる。
【００６８】
　また、本実施形態では、ニードル３０の往復移動を案内するにあたり、ばね座部８１の
外壁とガイド部９０の内壁とが摺動する構成のため、２重摺動の構成と比べ、寸法管理が
容易で、個体間の摺動抵抗のばらつきを抑制することができる。したがって、燃料噴射装
置１の個体間においても、燃料の噴射量のばらつきを抑制することができる。
【００６９】
　また、本実施形態では、ばね座部８１が、ハウジング２０ではなく、ニードル本体３１
に設けられる構成のため、ばね座部８１と可動コア４０との距離を精度よく設定すること
ができる。そのため、スプリング７３の付勢力が燃料噴射装置１の個体間でばらつくのを
抑制することができる。これにより、燃料噴射装置１の個体間で、燃料の噴射量がばらつ
くのをさらに抑制することができる。
【００７０】
　また、（２）本実施形態の燃料噴射装置１は、隙間形成部材６０をさらに備えている。
隙間形成部材６０は、一方の端面がニードル３０に当接可能なようニードル３０に対し弁
座１４とは反対側に設けられる板部６１、および、板部６１から弁座１４側へ延び板部６
１とは反対側の端部が可動コア４０の固定コア５０側の面に当接可能に形成される延伸部
６２を有している。隙間形成部材６０は、板部６１がニードル３０に当接し延伸部６２が
可動コア４０に当接しているとき、鍔部３３と可動コア４０との間に軸方向の隙間である
軸方向隙間ＣＬ１を形成可能である。そのため、コイル７２で可動コア４０を固定コア５
０側に吸引したとき、軸方向隙間ＣＬ１で可動コア４０を加速させて鍔部３３に衝突させ
ることができる。これにより、軸方向隙間ＣＬ１で加速し運動エネルギーが上昇した状態
の可動コア４０を鍔部３３に衝突させることができるため、燃料通路１００内の燃圧が高
くても、ニードル３０を開弁させることができる。よって、高圧の燃料を噴射可能である
。
【００７１】
　また、（３）本実施形態では、隙間形成部材６０は、鍔部３３の外壁の一部である鍔部
外壁面３３１に対向する壁面である内側壁面６０１が鍔部外壁面３３１と摺動可能であり
、固定コア５０の内壁の一部である固定コア内壁面５０１に対向する壁面である外側壁面
６０２が固定コア内壁面５０１との間に径方向の隙間である径方向隙間ＣＬ２を形成する
。
【００７２】
　このように、本実施形態では、隙間形成部材６０の内側壁面６０１および外側壁面６０
２のうち内側壁面６０１のみが他部材（鍔部３３）と摺動し、外側壁面６０２は他部材（
固定コア５０）と摺動しない構成である。そのため、隙間形成部材６０全体に作用する摺
動抵抗を小さくできる。
【００７３】
　なお、本実施形態では、隙間形成部材６０は、内側壁面６０１が鍔部外壁面３３１と摺
動する構成のため、ニードル３０に対する径方向の相対移動が規制されている。そのため
、隙間形成部材６０の外側壁面６０２が固定コア内壁面５０１（ブッシュ５２の内壁）と
摺動するのを防止することができる。
【００７４】
　また、（４）本実施形態の燃料噴射装置１は、固定部８２をさらに備えている。固定部
８２は、環状に形成され、可動コア４０とばね座部８１との間においてニードル本体３１
の径方向外側に固定され、ばね座部８１に接続する。これにより、ばね座部８１は、ニー
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ドル本体３１の径方向外側に固定される。
【００７５】
　また、（５）本実施形態では、固定部８２は、可動コア４０の弁座１４側の面に当接し
、可動コア４０の弁座１４側への移動を規制可能である。これにより、次の開弁時の応答
性の低下を抑制可能である。また、スプリング７３の付勢力により、可動コア４０が固定
部８２に当接するときの衝撃を小さくでき、ニードル３０が弁座１４でバウンスすること
による二次開弁を抑制することができる。さらに、固定部８２が可動コア４０の弁座１４
側への移動を規制することにより、スプリング７３の過度の圧縮を抑制でき、過度に圧縮
されたスプリング７３の復原力により可動コア４０が開弁方向に付勢され再び鍔部３３に
衝突することによる二次開弁を抑制することができる。
【００７６】
　また、（６）本実施形態の燃料噴射装置１は、筒部８３をさらに備えている。筒部８３
は、筒状に形成され、ばね座部８１と固定部８２とを接続し、ばね座部８１の内壁ととも
にニードル本体３１の外壁との間に筒状の空間である筒状空間Ｓ２を形成する。そのため
、ニードル３０が閉弁方向に移動するとき、燃料が弁座１４側から筒状空間Ｓ２に流入す
る。これにより、ニードル３０の閉弁方向の移動時、移動速度が過度に高くなるのを抑制
することができる。よって、ニードル３０が弁座１４でバウンスすることによる二次開弁
を抑制することができる。
【００７７】
　　（第２実施形態）
　本発明の第２実施形態による燃料噴射装置の一部を図６に示す。第２実施形態は、ばね
座部８１の形状が第１実施形態と異なる。
　第２実施形態では、ばね座部８１は、板厚、すなわち、軸方向の長さＬ１が固定部８２
の軸方向の長さＬ２と同等になるよう形成されている。
　また、ばね座部８１は、軸方向の両端部の角部が面取りされている。
【００７８】
　以上説明したように、（７）本実施形態では、ばね座部８１は、軸方向の長さＬ１が固
定部８２の軸方向の長さＬ２と同等になるよう形成されている。よって、第１実施形態と
比べ、ばね座部８１とガイド部９０との摺動長が長く、ガイド部９０は、ニードル３０の
軸方向の往復移動をより安定して案内することができる。
【００７９】
　また、（８）本実施形態では、ばね座部８１は、軸方向の両端部の角部が面取りされて
いる。そのため、ニードル３０が軸方向に往復移動するとき、ばね座部８１の角部がガイ
ド部９０の内壁に引っかかるのを抑制することができる。これにより、ニードル３０の作
動不良を抑制することができる。
【００８０】
　　（第３実施形態）
　本発明の第３実施形態による燃料噴射装置の一部を図７に示す。第３実施形態は、ばね
座部８１の形状が第２実施形態と異なる。
【００８１】
　第３実施形態では、ばね座部８１は、軸Ａｘ１を含む仮想平面ＰＬ１による断面におい
て、外壁の輪郭が、ガイド部９０の内壁に向かって突出する曲線状となるよう形成されて
いる。つまり、ばね座部８１は、ガイド部９０の内壁と摺動する外壁が、軸Ａｘ１方向に
湾曲する曲面状に形成されている。
【００８２】
　以上説明したように、（９）本実施形態では、ばね座部８１は、軸Ａｘ１を含む仮想平
面ＰＬ１による断面において、外壁の輪郭が、ガイド部９０の内壁に向かって突出する曲
線状となるよう形成されている。そのため、ばね座部８１の軸方向の端部の外縁の角部が
、ガイド部９０の内壁と摺動しない構成とすることができる。これにより、ニードル３０
が軸方向に往復移動するとき、ばね座部８１の角部がガイド部９０の内壁に引っかかるの
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を抑制することができる。したがって、ニードル３０の作動不良を抑制することができる
。
【００８３】
　　（第４実施形態）
　本発明の第４実施形態による燃料噴射装置の一部を図８に示す。第４実施形態は、特定
部材８０およびニードル３０の形状が第２実施形態と異なる。
　第４実施形態では、燃料噴射装置は、第２実施形態で示した固定部８２および筒部８３
を有していない。つまり、特定部材８０は、ばね座部８１のみからなる。
【００８４】
　ばね座部８１は、内壁がニードル本体３１の外壁に嵌合し、ニードル本体３１に固定さ
れている。つまり、特定部材８０は、ばね座部８１がニードル本体３１に圧入されること
により、ニードル本体３１に固定されている。また、ばね座部８１は、軸方向の両端部の
角部が面取りされている。
【００８５】
　本実施形態では、ニードル３０の径方向穴部３１４は、ばね座部８１に対し弁座１４側
に形成されている。そのため、軸方向穴部３１３内の燃料は、径方向穴部３１４を経由し
て、ばね座部８１に対し弁座１４側に流通可能である。
【００８６】
　また、本実施形態では、スプリング７３は、線材が軸方向で密着し線間隙間がゼロにな
ったときの軸方向の長さである密着長さＳＬ１が所定の大きさとなるよう形成されている
。密着長さＳＬ１は、隙間形成部材６０の板部６１がニードル３０に当接し延伸部６２が
可動コア４０に当接しているときの可動コア４０とばね座部８１との距離、すなわち、こ
のときのスプリング７３の長さＳＬ２より小さく設定されている（図８参照）。そのため
、閉弁時、シール部３２が弁座１４に当接した後、可動コア４０が慣性で閉弁方向に移動
すると、スプリング７３の長さが密着長さＳＬ１になる。これにより、可動コア４０は、
閉弁方向、すなわち、弁座１４側への移動が規制される。これにより、次の開弁時の応答
性の低下を抑制可能である。
【００８７】
　本実施形態におけるニードル３０、可動コア４０、特定部材８０およびスプリング７３
の組み付け方法については第１実施形態と同様のため、説明を省略する。
　以上説明したように、本実施形態は、固定部８２および筒部８３を備えないものの、ガ
イド部９０の内壁と摺動するばね座部８１を備えている。これにより、ニードル本体３１
は、ばね座部８１を介してガイド部９０により往復移動が案内される。
【００８８】
　　（第５実施形態）
　本発明の第５実施形態による燃料噴射装置の一部を図９に示す。第５実施形態は、鍔部
３３、特定部材８０、ガイド部９０の構成が第１実施形態と異なる。
【００８９】
　第５実施形態では、鍔部３３はニードル本体３１とは別体に形成されている。鍔部３３
は、ニードル本体３１と同じ材料、すなわち、例えばマルテンサイト系ステンレス等の硬
度が比較的高い材料により形成されている。鍔部３３は、ニードル本体３１の弁座１４と
は反対側の端部に圧入または溶接により固定されている。
【００９０】
　また、本実施形態では、特定部材８０は、ニードル本体３１と同じ材料、すなわち、例
えばマルテンサイト系ステンレス等の硬度が比較的高い材料により形成されている。特定
部材８０は、固定部８２がニードル本体３１に圧入または溶接されることによりニードル
本体３１に固定されている。
【００９１】
　また、本実施形態では、ガイド部９０は、第１筒部２１とは別体に形成されている。ガ
イド部９０は、ばね座部８１と同じ材料、すなわち、例えばマルテンサイト系ステンレス
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等の硬度が比較的高い材料により形成されている。ガイド部９０は、円筒状に形成され、
第１筒部２１の内壁から径方向外側へ凹むよう形成された凹部２１１に設けられている。
【００９２】
　次に、本実施形態におけるニードル３０、可動コア４０、特定部材８０およびスプリン
グ７３の組み付け方法について説明する。
　（特定部材組み付け工程）
　まず、ニードル本体３１を特定部材８０の固定部８２の内側に挿通し、固定部８２をニ
ードル本体３１に圧入または溶接し、特定部材８０を組み付ける。このとき、ニードル本
体３１のシール部３２とは反対側の端面と固定部８２との距離が所定の大きさとなるよう
、ニードル本体３１に対する特定部材８０の相対位置（圧入または溶接位置）を調整する
。
　（スプリング組み付け工程）
　次に、ニードル本体３１をシール部３２とは反対側の端部からスプリング７３の内側に
挿通し、スプリング７３を組み付ける。
　（可動コア組み付け工程）
　次に、ニードル本体３１をシール部３２とは反対側の端部から可動コア４０の軸穴部４
２に挿通し、可動コア４０を組み付ける。
【００９３】
　（鍔部組み付け工程）
　次に、ニードル本体３１をシール部３２とは反対側の端部から鍔部３３の内側に挿通し
、鍔部３３をニードル本体３１に圧入または溶接する。このとき、鍔部３３の弁座１４と
は反対側の端面とニードル本体３１の弁座１４とは反対側の端面とが略一致するようニー
ドル本体３１に対する鍔部３３の相対位置（圧入または溶接位置）を調整する。
　上記工程により、ニードル３０、特定部材８０、スプリング７３、可動コア４０および
鍔部３３が一体に組み付けられた組付体を得ることができる。
【００９４】
　以上説明したように、本実施形態では、ガイド部９０は、第１筒部２１とは別体に形成
され、ばね座部８１と同じ材料、すなわち、マルテンサイト系ステンレス等の硬度が比較
的高い材料により形成されている。そのため、ばね座部８１の外壁とガイド部９０の内壁
との摺動による摩耗を抑制することができる。
【００９５】
　　（第６実施形態）
　本発明の第６実施形態による燃料噴射装置の一部を図１０に示す。第６実施形態は、隙
間形成部材６０を備えない点等で第１実施形態と異なる。
【００９６】
　第６実施形態は、第１実施形態で示した隙間形成部材６０を備えていない。よって、ス
プリング７１は、弁座１４側の端部が鍔部３３に当接し、ニードル３０を弁座１４側に付
勢している。また、鍔部３３は、シール部３２が弁座１４に当接した状態のとき（閉弁時
）、当接面３４がブッシュ５２の弁座１４側の端面よりも弁座１４側に位置するよう形成
されている（図１０参照）。そのため、シール部３２が弁座１４に当接した状態のとき、
可動コア４０の弁座１４とは反対側の面は、当接面３４に当接している。すなわち、鍔部
３３と可動コア４０との間の軸方向隙間ＣＬ１はゼロである。また、このとき、可動コア
４０の凹部４４の底部と固定部８２との間に隙間ＣＬ３が形成される。
　また、本実施形態では、鍔部３３は、外壁がブッシュ５２の内壁との間に径方向の隙間
である径方向隙間ＣＬ４を形成している。そのため、鍔部３３の外壁は、ブッシュ５２の
内壁と摺動しない。
【００９７】
　本実施形態では、閉弁時の軸方向隙間ＣＬ１がゼロのため、可動コア４０は、コイル７
２による吸引時、第１実施形態のように軸方向隙間ＣＬ１で加速しない。そのため、第１
実施形態と比べ、高圧の燃料を噴射することに関する優位性は低い。しかしながら、第６
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実施形態では、第１実施形態と同様、可動コア４０は、ニードル本体３１に対し相対移動
可能に設けられ、固定部８２との間に隙間ＣＬ３を形成可能である。また、可動コア４０
を固定コア５０側に付勢するスプリング７３を備えている。そのため、シール部３２が弁
座１４に衝突したときのニードル３０のバウンスを抑制することができ、意図しない二次
開弁を抑制することができる。
【００９８】
　　（他の実施形態）
　本発明の他の実施形態では、固定部８２の固定コア５０側の端面とばね座部８１の固定
コア５０側の端面との距離は、スプリング７３の密着長さより小さくてもよい。この場合
、閉弁時、シール部３２が弁座１４に当接した後、可動コア４０が慣性で閉弁方向に移動
すると、スプリング７３の長さが密着長さになり、可動コア４０は、閉弁方向の移動が規
制される。このとき、可動コア４０は固定部８２に当接しない。
【００９９】
　また、上述の実施形態では、ばね座部８１の軸方向の両端部の角部が面取りされている
例を示した。これに対し、本発明の他の実施形態では、ばね座部８１は、軸方向の両端部
のうち一方の角部が面取りされていてもよい。
　また、本発明の他の実施形態では、ばね座部８１は、第２実施形態のように、軸方向の
両端部のうち少なくとも一方の角部が面取りされ、かつ、第３実施形態のように、軸Ａｘ
１を含む仮想平面ＰＬ１による断面において、外壁の輪郭が、ガイド部９０の内壁に向か
って突出する曲線状となるよう形成されていてもよい。
【０１００】
　また、本発明の他の実施形態では、固定コア本体５１は凹部５１１を有さず、固定コア
５０はブッシュ５２を有さないこととしてもよい。この場合、可動コア４０の弁座１４と
は反対側の端面は、固定コア本体５１の弁座１４側の端面に当接することとしてもよい。
【０１０１】
　また、上述の実施形態では、隙間形成部材６０の延伸部６２が筒状に形成される例を示
した。これに対し、本発明の他の実施形態では、延伸部６２は、筒状に限らず、例えば内
側壁面６０１および外側壁面６０２を有する複数の棒状に形成されることとしてもよい。
【０１０２】
　また、上述の実施形態では、ノズル部１０とハウジング２０（第１筒部２１）とが別体
に形成される例を示した。これに対し、本発明の他の実施形態では、ノズル部１０とハウ
ジング２０（第１筒部２１）とは、一体に形成されることとしてもよい。また、第３筒部
２３と固定コア本体５１とは、一体に形成されていてもよい。
【０１０３】
　また、上述の実施形態では、鍔部３３がニードル本体３１の他端に形成される例を示し
た。これに対し、本発明の他の実施形態では、鍔部３３は、ニードル本体３１の他端近傍
の径方向外側に設けられることとしてもよい。この場合、隙間形成部材６０の板部６１は
、鍔部３３には当接せず、ニードル本体３１のみに当接可能である。
【０１０４】
　また、上述の実施形態では、可動コア４０に通孔４３が形成される例を示した。これに
対し、本発明の他の実施形態では、可動コア４０に通孔４３が形成されていなくてもよい
。この場合、通電初期の可動コア４０の移動速度は低減するものの、可動コア４０の過剰
な移動速度を抑制することができ、フルリフト時のニードルのオーバーシュート抑制やフ
ルリフト時の可動コア４０のバウンス抑制、ニードル閉弁時のバウンス抑制に有利な構成
となる。
【０１０５】
　本発明は、直噴式のガソリンエンジンに限らず、例えばポート噴射式のガソリンエンジ
ンやディーゼルエンジン等に適用してもよい。
　このように、本発明は、上記実施形態に限定されるものではなく、その要旨を逸脱しな
い範囲で種々の形態で実施可能である。
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【符号の説明】
【０１０６】
１　燃料噴射装置、１０　ノズル部、１３　噴孔、１４　弁座、２０　ハウジング、３０
　ニードル、３１　ニードル本体、３２　シール部、３３　鍔部、４０　可動コア、５０
　固定コア、７１　スプリング（弁座側付勢部材）、７２　コイル、８１　ばね座部、７
３　スプリング（固定コア側付勢部材）、９０　ガイド部、１００　燃料通路

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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